
は  じ  め  に 

 
本県では、平成 10 年度以降、厳しい財政状況に対応するため、数次にわたる財政構

造改革の取り組みを進めてきました。 

平成14 年度には、事業費などの縮減額を具体的に定めた「財政構造改革プログラム」

を策定し、財源不足の解消に向けた取り組みを進めましたが、その後も、大きな財源不

足が見込まれたことから、平成 16 年度および平成 19 年度にそれぞれ翌年度から３年

間を計画期間とする「財政構造改革プログラム」を策定し、歳入歳出にわたる取り組み

を進めてきました。 

しかしながら、平成 20 年秋以降の世界的な景気悪化の影響等により、その後も財源

不足の解消には至らず、平成 23 年３月に「滋賀県行財政改革方針」を策定し、収支改

善目標の達成に向けて、選択と集中の更なる徹底等による事業見直しや人件費の抑制に

取り組むとともに、財政運営の指針として、これまでの行財政改革の取り組み状況や財

政状況、今後の方向性などを示した「財政健全化に向けた取組について」で、財源不足

額への適切な対応、基金残高の確保、県債残高の縮減の３つの方向性を示し、より持続

可能性の高い行財政基盤の確立に向けた取り組みを進めてきました。 

一方、平成 27 年度予算編成に向けては、新たな｢基本構想｣に沿って取り組む初年度

の予算として、対話・共感・協働のもと、先駆的・戦略的な施策に重点的に取り組むこ

とにより、「夢・希望に満ちた豊かさ実感・滋賀」の実現を目指すこととしています。 

また、これらの施策を持続的に展開していくためには、安定的で持続可能な財政基盤

の確立が重要であることから、新たに「行政経営方針」を策定し、引き続き歳入・歳出

両面から財政健全化の取り組みを進めていきます。 

この財政事情は、本県の財政がどのような状況にあるのか、またどのような運営をし

ているのかなどを県民の皆さんに広く知っていただくため、年２回（５月と 11 月）定

期的に公表しているものです。 

今回は、平成 25 年度決算の概要、平成 26 年度上半期における予算の補正状況やそ

の執行状況、各公営企業の業務状況等について報告するとともに、健全化判断比率など

の各種指標や新地方公会計モデルによる財政分析についてお知らせします。 
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